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Course of Industrial Promotion Policies in Takasaki City in Gunma.
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要　旨
　本稿では、地域の自立的発展の基盤となる産業振興のための自治体の政策や、地域資源の活用
に着目し、その事例として、多様な製造業の集積を有する群馬県高崎市について考察した。
　高崎市には食品産業、加工組立型産業、基盤技術産業といった業種の企業が一定の割合で集積
しており、それらの企業にアンケート調査およびヒアリング調査を実施し、高崎市で操業する優
位性を確認した。
　また、高崎市における企業立地政策は、ビジネス立地奨励金制度や産業立地振興奨励金制度な
ど、さまざまな助成政策がなされている。しかしながら、これらの制度が明確な政策目標に基づ
く体系的な施策として整備されているとは言い難い。
　今後は、政策的視点を明確化し、これを実現するために、既存支援策や産業資源としての産業
創造館を有効活用することで、さらなる高崎市の発展に貢献することができると考えられる。
　キーワード：地域活性化、地域産業振興、地域産業資源
Summary
　　This paper has focused on local governments’ policies and utilization of regional resources 
for industrial promotion which serves as a basis of self-sustaining regional development and 
discussed Takasaki City of Gunma Prefecture as a case study, where various manufacturing 
businesses are integrated. 
　　Companies of various industries including food industry, processing and assembly industry 
and supporting technology industry are integrated in definite proportion in Takasaki City. I 
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carried out questionnaire surveys and hearing surveys in those companies and verified 
advantages of operations in Takasaki City.
　　Takasaki City has various subsidization policies for establishment of new business facilities 
including subsidies for business establishment promotion and for industry establishment 
promotion. However, I regret to say that these policies have not been based on explicit objectives 
and hardly well systematized.  
　　Clarification of political perspectives and utilization of existing supportive measures or 
industrial resources including the Takasaki City Incubation Office may contribute to further 
development of Takasaki City. 
　Key words：local revitalization, regional industrial promotion, regional industrial resources
Ⅰ．目的・背景
（１）目的・背景
　本稿では、地域の自立的な発展の基盤となる地域資源の活用と、さらなる付加価値の創造といっ
た面から地域産業政策、とりわけ多くの地域が率先して推進している企業立地政策に着目し、よ
り持続的な地域経済の発展につながるための政策を模索することを念頭に置き、高崎市の産業振
興のあり方について考察する。その中でも製造業（工業）に焦点を当て、考察をしていく。
　高崎市は、首都圏と東日本を結ぶ交通の結節点として古くから栄えてきた。また、多様な業種
の製造業を営む企業が多く立地しており、その中でも、加工組立型産業や、それを支える基盤技
術産業といった多様な業種の製造業が一定の集積を形成している。また、食品産業についても多
くの立地が見られる。こうした多様な製造業の集積を活用することで、さらなる地域経済の発展
につながると考えられる。
　そのためには、こうした集積の中から将来発展の可能性を持つ産業分野を見出し、その立地促
進を図ることが重要である。併せて、既存の産業集積の高度化１）を図ることにより、さらなる
発展へと結びつけることができる。
　立地した企業への支援としては、既存支援策を有効活用し、より明確化することが重要となる。
併せて、今後も操業を続けていくために適した環境を整備する必要がある。重要な視点としては、
個々の企業への支援や、連携強化を推進することで、高崎市における持続的な操業を可能にする
ことができる。
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（２）高崎市の産業を捉える視点
　高崎市の産業について、高崎市新産業創出促進研究会（2009）によれば、高崎市の産業振興
施策においては、①内発的な産業振興、②新産業の創出と振興、③地域内外のネットワーク形成
の３点が重要である、としている。併せて、創業企業の地域定着の具体的な促進方策として、①
創業支援の対象とする産業分野を、高崎市の地域優位性を活かせるものとすること、②創業支援
企業と地域の企業・大学、さらには産業振興拠点としての産業創造館と緊密なネットワークを形
成することの２点を挙げている。
　内発的な産業振興、新産業の創出と振興、地域内外のネットワークの形成という３点は、既存
企業の持続的な操業には不可欠な要素であると言える。また、新規立地企業の地域定着という点
においては、地域の優位性を確認することが重要であることを指摘し、既存施設である産業創造
館の有効活用を打ち出すことにより、高崎市でより長期に操業を続ける企業を選択することが重
要であるとしている。地域への定着を見込める産業を選択することは、既存集積の発展や高度化
に結びつけることができる。
Ⅱ．高崎市の産業概要
（１）高崎市の概要２）
　高崎市は群馬県の南西部に位置し、関東平野の一端を形成するとともに、山間部や丘陵地といっ
た多様な性格を併せ持つ地域である。市制施行は1900（明治33）年４月１日であり、その後多
くの周辺地域と合併を繰り返した。平成の大合併の後、現在の高崎市となる。総面積は459.41
平方キロメートル、人口は371,302人；（2010年国勢調査より）である。
　根岸（1981）によれば、高崎市の商工業における発展は、鎌倉時代の手工業からはじまり、
江戸時代になると鋳物工業や染物業が栄え、大正時代になると同時に組織的な工業化へと変遷を
たどった。その後、大正晩年の不況などから、当時の土屋全次市長により、商業都市から工業都
市への転換政策がなされ、それに伴い34以上の会社、工場が設立した。その業種は幅広く、製材、
運輸、紡績から食品に至っている。また、軍需産業の増加を背景に、鉄工業の発展と化学企業の
誘致なども行われた。戦後になるとこれらの軍需産業は平和産業へ転換し、高度経済成長下にお
ける再編成のもと工場誘致が盛んになった。
　また、長谷川（1972）によれば、戦後に入ると、高崎市の工業開発の方向は重化学のみならず、
製造業一般における工業化の深化、発展に求められるようになり、折しも高度経済成長下におけ
る再編成期であったため、都市への人口集中の緩和や中央資本の地方分散という側面から、工場
誘致政策などによって市内に多くの産業が立地した、としている。
　現在の高崎市の産業の従業者数割合を見ると、第１次産業が0.39%、第２次産業が23.13%、
第３次産業が76.48%となっている。これは全国平均の第１次産業0.73%、第２次産業27.78%、
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第３次産業71.49%と比較すると、ほぼ同じ割合となっており、大きな特色は見られない。
（２）高崎市の産業
　現在の高崎市の産業は、卸売・小売業が占める割合が大きい（図１）。これは古くから交通の
要衝であった高崎市が商人の町として栄え、その後もその性質を持ち続けていることを示してい
る。また、本稿で着目する製造業については15.19%となっており、製造業の割合は全国平均の
19.91%と比較すると小さくなっている。
図１　高崎市における産業分類別従業者数（平成21年経済センサスより筆者作成）
図２　高崎市の製造業における産業中分類別従業者数割合
（平成22年工業統計調査より筆者作成）
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　しかしながら、大正晩年の商業都市から工業都市への転換や、多くの工場誘致などにより、工
業に力を入れてきたことも事実である。高崎市は商業都市の中に工業をうまく取り入れ、その結
果として、加工組立型産業や基盤技術産業の集積を中心に発展していった。併せて、食料品産業
をはじめ、さまざまな業種の産業が立地し、多様性を持つ地域となった。よって、高崎市の産業
における工業は重要であると言える。
　本稿では、日本標準産業分類における製造業の中の「電子部品・デバイス・電子回路製造業」、
「機械器具製造業（電気機械器具製造業、はん用機械器具製造業、生産用機械器具製造業、業務
用機械器具製造業、輸送用機械器具製造業）」、「情報通信機械器具製造業」の3つの産業分野を
図３　高崎市の製造業における産業中分類別製造品出荷額等割合
（平成22年工業統計調査より筆者作成）
図４　高崎市の製造業における産業中分類別粗付加価値額割合
（平成22年工業統計調査より筆者作成）
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先端技術を生み出す可能性のある産業分野として着目し、先端技術期待産業とする。具体的には、
経済産業省の新成長戦略における健康産業や科学・技術・情報通信産業といった分野である。
　製造業を分類別従業者数割合から見ると、先端技術期待産業が約45%、次いで食料品製造業が
約19%、金属製品製造業が約11%となっている。この３業種で全体の75%を占めている。また、
製造品出荷額等割合から見ると、先端技術期待産業が約33%、化学工業が約23%、食料品製造業
が約17%、金属製品製造業が約9%となっている。さらに粗付加価値額割合で見ると、化学工業
が約31%、先端技術期待産業が約29%、食料品製造業が約14%、金属製品製造業が約11%となっ
ており、化学工業と先端技術期待産業がほぼ同じ割合である。
　以上のことから、すべての項目である一定の割合を占めている先端技術期待産業、食料品製造
業、さらに金属製品製造業という３つの業種を高崎市の製造業の主要分野として捉えることがで
きる。これらの３業種を高崎市の期待産業と位置付け、考察を進める。
Ⅲ．高崎市の産業の実態
（1）アンケート調査の実施
　高崎市における企業立地要因に関して、工業団地内外の企業へのアンケート調査を通して確認
し、高崎市における今後の企業立地政策のあり方に関する検討資料とするため、アンケート調査
を行った。
1）調査の概要
◆調査対象：従業者数、製造品出荷額等、粗付加価値額において、高崎市で大きな比率を占めて
いる製造業「食料品・飲料」「機械器具・電子機器・部品など」「金属製品・鉄鋼・プレス・めっ
きなど」の分野に属する企業
◆調査方法：高崎市の工業団地（http://www.npogunma.net/madein-takasaki/,2012年6月28日
取得）に掲載されている企業に対し、郵送により実施。
◆質問項目：（１）企業プロフィール（社名、資本金、従業者数、おもな製品・技術等）、（２）
おもな製造品、（３）取引先の所在地、（４）高崎市に立地するメリット、（５）工業団地への立
地の有無、（６）工業団地に立地するメリット、（７）立地課題、公的支援への希望
◆実施経過
①実施時期　2012年７月10日〜 2012年７月24日
②発送数・回収数〔総数〕◇発送154件　◇回収84件〔回収率54.5%〕
a）食料品・飲料　◇発送29件　◇回収15件〔回収率53.3%〕（うち返送１件）
b）機械器具・電子機器・部品など　◇発送56件　◇回収34件〔回収率61.8%〕（うち返送１件）
c）金属製品・鉄鋼・プレス・めっきなど　◇発送69件　◇回収35件〔回収率50.7%〕
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2）調査結果の分析
a）食料品・飲料
①おもな製造品（複数回答可）
　自社ブランドを持っていると回答した企業が15社に対し、他社製品と回答したのは９社となっ
た。また、複数回答を除外すると、自社ブランドを保持している企業は９社であり、他社製品の
みを扱っているのは６社にとどまった。
②取引先の所在地（複数回答可）
　おもに関東圏に集中しており、15社中14社が関東圏に取引先があるとしている。また、一定
の割合で全国との取引もしている。これは加工技術等の違いによって生じるものと考えられる。
③高崎市への立地メリット（複数回答可）
　12社が自動車交通の利便性をメリットとしている。また、10社が市場への近接性をメリット
としている。４社は原材料の調達をメリットとしており、その内訳はレタス・キャベツが１社、
こんにゃく精粉が１社、はくさい・大根が1社となっている。
④工業団地への立地メリット（複数回答可）
　工業団地へ立地していると回答した企業は10社。そのうち産業インフラの整備が６社ともっ
とも大きいメリットとなっている。内訳は周辺道路が３社、工業用水が２社、電力が２社、その
他が１社である。その他は排水処理であった。
⑤立地課題・公的支援への希望
　回答は７社。内訳は法人税が高い、事業所税の見直し（２社）、野菜の産地として地域ブラン
ドによる知産地賞を促進する機会の設定、公共交通機関の整備、労働力確保の難化、となってい
る。
b）機械器具・電子機器・部品など
①おもな製造品（複数回答可）
　自社ブランドを持つ企業は23社であった。また、他社製品の部品等を製造しているという企
業も22社あった。そのうち自社ブランドのみと回答したのが16社であり、他社製品の部品等と
回答した企業は18社となった。
②取引先の所在地（複数回答可）
　全国に広く渡っているが、群馬県内が40社、次いで関東圏が28社となっている。海外との取
引も11社が回答しており、アジア圏をはじめ、欧米諸国との取引と回答した企業もあった。
③高崎市への立地メリット（複数回答可）
　自動車交通の割合が大きく、34社中25社がメリットと回答している。また、市場近接性、鉄
道交通、労働力の確保、県内企業との取引という点においても一定の回答が得られた。
④工業団地への立地メリット（複数回答可）
井　草　祐　美
− 92 −
　産業インフラの整備と回答した企業が28社中16社で、約６割となっている。内訳は周辺道路
が８社、工業用水が４社、電力が４社、その他が２社。その他はガスと排水処理。
⑤立地課題・公的支援への希望
　回答は13社。内訳は、新規立地も大切だが、在来企業が県外へ出ていかないための政策が必要、
自治体への期待はない（２社）、工業団地であるがインフラ整備がされていない、仕事環境がい
いので大企業を誘致してほしい（大学や研究機関も含む）、事業所税が負担、再整備支援がほしい、
周辺道路の再整備、環境面で市と企業がもっと連携を、東電への電力依存を減らす政策を（メガ
ソーラーやLNG）、中小企業の集積を生かした協業、大手企業の空洞化にはどう対応しているの
かわからない、助成金制度の拡充となっている。
c）金属製品・鉄鋼・プレス・めっきなど
①おもな製造品（複数回答可）
　自社ブランドを持つ企業は8社であり、他社製品の部品等を製造している企業は30社となった。
うち、自社ブランドのみの企業が７社、他社製品の部品等のみの企業が27社であり、大多数が
他社製品の部品等の製造となっている。
②取引先の所在地（複数回答可）
　群馬県内が52社、関東圏が28社となっている。他地域との取引は少なく、海外との取引も２
社にとどまった。内訳はアジア圏のみとなっている。
③高崎市への立地メリット（複数回答可）
　自動車交通が22社で約６割。また、県内企業との取引が26社と多く、次いで市場近接性が12社、
鉄道交通が８社となった。
④工業団地への立地メリット（複数回答可）
　産業インフラの整備と回答した企業が24社中21社あった。内訳は周辺道路が８社、工業用水
が6社、電力が５社、その他が４社。その他は騒音対策が２社、排水処理が1社、不明が１社。
⑤立地課題・公的支援への希望
　回答は10社。内訳は、かつてはメリットがあったがいまはない、調整区域内の既存工場の空
地への工場建設をさせてほしい、グローバル化による国内の仕事量の低下、工業団地の市街地化
に伴う再整備、見本市の出展費用助成はありがたいがもっと助成してほしい、事業所税が負担（４
社）、産業の空洞化が心配、商業から工業の街へ（３社）、交通の便がいい（吉井インター）、土
地が少ない、団地の立地規制が十分ではない、産業政策自体が抽象的、国際感覚、スピード、新
規性を持った産業政策を執るべきとなっている。
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3）分析結果に基づく考察
a）分析結果の総括
　アンケート調査に基づく数量的な分析において、その結果を一般化するには回答数が少ないた
め難しい。しかしながら今回の調査によって、高崎市内における企業がメリットと感じること、
ネットワークの有無、工業団地の意義、自治体に対する要求等を確認できた。
b）各項目における分析
①交通の要衝としての高崎市
　どの業種とも一定の割合で高崎市に立地するメリットとして、交通アクセスの良さをあげてい
る。特に自動車交通においては、群を抜いてかなりのメリットとなっている。つまり、交通の結
節点である利点は、今後も活かしていくべきであると考えられる。
②市場との近接性
　一定の割合でメリットとなっているが、目立つのは食料品である。消費地に近く交通アクセス
がいいことも相まって、高崎市への食料品の立地は大きな利点を得ることができると考えられる。
一方で機械器具と金属に関しては、その割合は比較的小さいがメリットとして成立している。
③市内取引と県内取引
　食料品は市内および県内との取引はあまり多くはない。つまり、地産地消としての観点からす
ると、ネットワークが十分ではないと考えられる。機械器具と金属は、市内・県内において一定
の取引が存在する。こちらは食料品と比べて、すでに市内・県内ともにネットワークが構築され
ていると考えられる。
④自治体の支援の効果
　高崎市に立地するメリットとして、自治体の支援にメリットがあるとしたのは全業種を通して
４社だけである。このことから、高崎市の企業は、①自治体の支援策を認知していない、②高崎
市の支援を期待していないといったことなどが考えられる。①の場合は現在の支援策を幅広く
知ってもらう機会が必要となる。②の場合はより魅力的な支援策を考えることが必要となる。
⑤工業団地の意義
　工業団地のメリットとしてあげられるのは、第一に産業インフラの整備である。これは全業種
に共通しているものであり、特に金属に関しては87.5%がメリットとして答えている。食料品と
機械器具に関しても約60%がメリットとしている。なかでも周辺道路や工業用水、電力、排水設
備、騒音対策といった点は大きな利点である。しかし同時に、工業団地の周辺が住宅地になった
りする例もあり、工業団地の本来の機能を維持する必要があると考えられる。また、機械器具と
金属に関しては工業団地内企業との取引も存在している。よって、工業団地内企業同士の情報交
換や成長といった観点からみても、工業団地の造成や整備は一定の効果があることが期待できる。
井　草　祐　美
− 94 −
（２）ヒアリング調査の実施
A社
　会社概要３）
　所在地：群馬県高崎市、設立：2002年、資本金：1,000万円、従業員数：16名、事業内容：
精密プレス部品製作、金型製作、プレス加工など
　A社は2002（平成14）年、現社長が高崎市内にある金属・メッキ加工会社であるD社から独立
し、高崎市で創業した。D社が大手企業の下請け会社であったため、ほかの事業を展開するとい
う目的のもと、A社の設立に至った。
　A社は、金型設計から金型製作、プレス加工、洗浄までは一貫した作業形態を採っており、次
工程であるメッキ、樹脂は協力会社への発注をしている。協力工場は県外の企業へ依頼しており、
取引先に関してもほとんどが高崎市外となっている。
　以上のことから、交通の要衝というアクセス性という側面も踏まえ、高崎市は市外企業との取
引を行う企業にとって、取引しやすい環境にあるということがわかる。市内企業との取引のみで
作られる製品だけではなく、市外企業とのネットワークを構築しやすい環境は、より新たな製品
製造への可能性があると考えられる。
　現所在地への立地理由は、現社長が以前所有していた高崎市内の土地と、現所在地を所有して
いた企業との交換によるところが大きい。今後の工場拡張などに際しては、現所在地である本社
の周辺を考えており、本社の周辺への拡張ができない場合は、高崎市内での操業を考えている。
新工場では、新商品を手掛ける予定となっている。また、人材がいないという点などから海外展
開の予定はなく、新規成長分野において国内での操業を続けていくという考えを示している。
　以上から見ると、A社に関しては行政側の政策による立地要因は存在しない。しかし、市外企
業との取引やネットワーク構築において、アクセス性といった側面から、高崎市にはメリットが
あることがわかる。また、現所在地での操業における課題はとくにないとしている。工場拡張と
いった点においても今後も高崎市内での操業に意欲を示しており、企業が地域に定着していると
考えることができる。
B社
　会社概要４）
　所在地：群馬県高崎市、設立：大正14年、資本金：5,000万円、従業員数：42名、事業内容：
食品製造、販売業など
　B社は1925（大正14）年に高崎市で創業した。主にこんにゃく精粉を原料とした食料品製造
業を行っている。設立当時のB社の創業者は、操業するにあたり、群馬県甘楽郡から高崎市への
移住を決意した。その理由としては、当時高崎市が群馬県内でもっとも商業が発達していたから
としている。また、市場規模という側面からして、高崎市の人口の多さも移住する契機になった。
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その後、高崎市内での操業を続け、現在は高崎市の工業団地内で操業を続けている。
　現在まで高崎市で操業を続けてきたB社だが、今後の展開としても高崎市で操業を続けていく
という。食料品製造業という業種から、原料産地に近く、情報の手に入りやすい場所で操業して
いきたいということだ。原料の仕入れ先が、群馬県内に多いという点も挙げられる。
　以上のように、B社は群馬県内で生産された原料をもとに、高崎市で加工を行い、全国へと出
荷するというスタイルを持っている。これは、高崎市および周辺地域で生産された地元の商品を
活用している点において、高崎市で操業するメリットが生み出される。産地に近いということで、
より新鮮な原料を素早く手に入れることができ、さらに産地の情報も得やすい環境にある。また、
加工会社と産地が近いということは、産地の生産者からしても自分たちのつくった産品が、どの
ように加工されているのか把握できるというメリットがある。
　また、B社は全国への出荷を行っていることから、地産地消にとどまらず、より大きな市場を
持つ首都圏へのアクセスを重要としている。全国流通の結節点である首都圏へのアクセスが容易
である点からしても、高崎市に立地するメリットがあるとしている。
　しかしその一方で労働力の確保などの問題もあるとしている。今後も高崎市での操業を続けて
いくとしているB社からすれば、高崎市での労働力獲得は必須だ。そのため、高崎市には労働力
の確保を中心とした支援策などを求めているという。
　以上より、B社の立地要因は、当時の高崎市が群馬県内でもっとも商業の発達している地域で
あり、大規模な市場があったことが挙げられる。また、首都圏への近接性は、全国展開の足掛か
りとなったと考えられる。今後の展開においては、原料産地が近い高崎市内での操業を行ってい
くとしている。これは、個性と有望性を持った高崎の地場産品のさらなる発展可能性が考えられ
る。また、現在の課題として労働力確保や人口不足を挙げており、労働を希望する人たちへの紹
介や、地元市場への魅力をPRするなどの改善策が必要となってくる。
C社；高崎工場
　会社概要５）
　所在地：群馬県高崎市、設立：1998年、資本金：10,000万円、従業員数：90名、事業内容：カッ
ト野菜など
　C社は、全国に工場を持つ食料品加工会社であり、その工場の１つを高崎市で操業している。
現所在地は他企業の地所を借りており、1998（平成10）年に工場が竣工した。また、工場竣工
当時の所在地は高崎市への合併前の地域であり、2009（平成21）年の合併により高崎市になった。
　C社の高崎工場では主に生鮮食品の加工などを行っている。その原料となる野菜は、C社の商
品部が全国の農家と契約しており、高崎工場へ届く仕組みになっている。特に野菜は季節によっ
て産地が変わるため、全国の農家が必要となる。高崎工場には、主に群馬県、長野県、茨城県の
葉物野菜が入ってくるとのことだ。そして製品を関東６県、一部は静岡県へと出荷している。C
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社高崎工場には可燃設備がないため、製品を遠くへ出荷することはできない。しかしそこは全国
の工場でカバーしている。
　今後の展開としては、従来通り高崎市で操業していく予定としている。また、C社高崎工場で
は近隣の住民の雇用を積極的に行っており、従業者90名のうち９割が近辺に住むパート社員で
ある。さらに生鮮食品を扱うことから、多くのごみと排水を要する。そのため、その処理費用と
いった点も見過ごすことはできない、としている。
　この観点からすると、C社高崎工場は雇用を生み出すことにも貢献している。しかしこれは工
場がなくなれば同時に雇用契約も解除されてしまうことも意味している。このようなことがない
ように、さまざまな支援策を考えていかなければならない。また、工業団地の整備とともに、常
に質のいい水の供給や排水施設の整備を行っていく必要があると考えられる。
　さらに、C社は環境リサイクルにも積極的な姿勢を示しており、高崎市内にある企業から出る
産業廃棄物とC社の高崎工場からでる生ごみを使用し、肥料を生産している。このような取り組
みを進める企業に対し、高崎市も自治体としての支援策を考えていくべきであろう。
　以上より、C社の立地要因は企業側の都合によるところが大きくなっている。今後の展開とし
ては、高崎市での操業を続けていくとしている。しかし、大企業の工場であるため、閉鎖の可能
性が懸念される。現在の課題としては、周辺の整備や工業団地の整備、排水施設といった特殊な
設備の設置が必要としている。また、企業間同士の連携もあり、すでに成功した事業もあるとし
ている。このような企業側の努力を支援することも重要になる。
Ⅳ．高崎市の企業立地政策
（１）産業政策の概要
　1）高崎市第５次総合計画６）
　現在の高崎市の産業政策は、「高崎市第５次総合計画」の前期基本計画において、政策体系が
つくられている。なかでも産業政策は、基本構想のなかの「たくましい産業を育むまちづくり」
として位置付けられており、「優位性を打ち出した産業の誘致、医療等分野の産学官の連携によ
る新産業の創出」が挙げられている。さらに分野別計画において「産業、観光：人々がつどう魅
力あるまち」を掲げており、基本方針として、「企業の販路開拓、技術力の向上支援」、「国際化、
情報化に伴う産業構造の多様化」が挙げられている。この基本方針に従い詳細施策も明示されて
いるが、これらの詳細施策は「中小企業の育成」、「中小企業の振興」、「工業会の活性化」、「新産
業の創出・育成」といった体系となっているが、概略にとどまっている。さらに「国際化、情報
化に伴う産業構造の多様化」における「知識集約型の製造業への業態移転」に関しては、詳細施
策が示されていない。今後は、より具体化された施策を示していく必要があると考えられる。
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　2）産業施策の主な実施施策（2012年度）７）
　高崎市では、ビジネス立地奨励金制度、産業立地奨励金制度、省エネルギー型街路灯整備費補
助の拡充、高崎市中小企業等機械設備導入支援助成金制度、高崎市中小企業経営安定化助成金制
度、創業者融資保証料補助金及び利子補給金、小口資金融資保証料補助金、事業者向け融資制度、
勤労者向け融資制度などの政策を実施している。
（２）産業立地政策
　1）ビジネス立地奨励金制度・産業立地振興奨励金制度８）
　高崎市には企業振興制度として、「ビジネス立地奨励金制度」と「産業立地振興奨励金制度」
の２つの制度が整備されている。
　「ビジネス立地奨励金制度」は、市内の対象地域に用地を取得し、事業をはじめる事業者に対
して奨励金を交付するというものである。対象地域は、高崎操車場跡地周辺土地区画整理事業地
内となっており、事業対象区分の指定なない。
　一方で「産業立地振興奨励制度」は、市内に新たに立地する事業者や、建替えや増設をする事
業者に、立地形態に応じて奨励金を交付、また、立地に伴って、高崎市民を雇用する場合や、緑
地を設置する場合にも奨励金を交付するというものである。対象業者は現在全業種（風俗営業法
第2条に規定する事業は除く）となっており、対象施設は、事務所、研究所、コールセンター、
工場、物流センター、卸売店舗、中心市街地活性化区域内の１千平方メートルを超える小売店舗
となっている。
　2）実績・評価
　a）ビジネス立地奨励金制度
　2011（平成23）年10月１日よりスタートした「ビジネス立地奨励金制度」だが、2012（平
成24）年７月現在ではすでに3社が立地している。その内訳は食料品会社、米穀類卸問屋、情報
処理会社となっており、この３社で対象地域をほぼ占めている。この点からすると、すでに空い
ている土地が少ないことから一定の成果が得られたということが伺える。しかしすでに空き地が
ないことは、これ以上の新企業の立地を見込むことは難しいということもいえる。今後もこの制
度を利用していくためには、新たな対象地を設定する必要があると考えられる。
　b）産業立地振興奨励金制度
　「産業立地振興奨励金制度」は、これまで奨励金の交付対象が一部の業種のみであったが、
2012（平成24）年４月１日よりその交付対象が全業種に拡大された。それを受け、2012年７
月現在までに、２件の申請があった。業種の拡大により、今後も一定の確率でこの制度を利用す
る企業が増えることが予想できる。また、「産業立地振興奨励制度」は新企業の立地だけではなく、
既存企業の建て替えや増設の際にも利用できる。つまり、この制度は既存産業の支援策として有
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効に活用していくことが可能である。
（３）産業創造館
　上記に挙げた産業振興制度とともに、高崎市には「高崎市産業創造館」（以下、「産業創造館」
とする。）という施設がある。産業創造館は、2006年（平成18年）８月10日、独創性や挑戦意
欲に富んだ起業家の輩出、中小企業の新分野への進出促進の拠点として設置された。また、高崎
市をはじめ周辺市町村の人材、技術、立地企業その他の産業資源を活用し、産学官連携によるネッ
トワーク構築を図ることにより、多様な地域産業を創出することを目的としている。
　おもな事業内容は、①入居者に対するサポート、②専門家の紹介・派遣、③産学官連携事業の
推進支援となっており、起業家の育成や新規事業の立ち上げを多方面から支援する形となってい
る。また、2012（平成24）年８月１日現在は、企業支援室に11社、創業準備室に２社が入居し
ている。９）実績においては、2012（平成24）年７月に５社が企業支援室から独立し、うち４社
が高崎市内で操業を続けている。
　ここで注目すべきは、その設置目的ともなっている「起業家の育成」と「新規事業の立ち上げ」
である。産業創造館の運営事業に関しては、高崎市第５次総合計画に示されている「新産業の創
出・育成」の中に位置づけられている。新産業の創出は、地域の産業発展において、なくてはな
らない。新産業創出の契機としての産業創造館は、高崎市にとって大きなメリットとなっている。
　また、新産業創出と同時に、地域の既存企業に対する新規事業展開においても、産業創造館の
意義の一つとなっている。これは、新規事業を立ち上げようとする既存企業に対して、その負担
を軽減することにより、既存企業が求める新たな分野への成長促進につながることが考えられる。
　以上のことより、産業創造館は、起業しようとする人材へのサポートという新産業の育成とい
う側面と、既存企業の新規事業展開への支援拠点という側面を持ち合わせている。これはどちら
も高崎市の産業振興には欠かせないものであり、産業創造館および上記制度などを有効に活用す
ることによって、さらなる高崎市の産業振興を図ることができると考えられる。
　さらに、企業立地という側面から考えると、産業創造館を産業地域としての魅力づくりの拠点
という捉え方ができる。現在の高崎市の産業立地政策は、助成金制度がその大部分を占めている。
しかし同時に、企業が活動しやすい環境を整えることも重要である。そのためには、既存企業の
周辺環境の整備や企業間ネットワークの構築等といった支援が必要となってくる。
　周辺環境の整備においては、市民の理解と協力が不可欠である。そのためには、市民と直接の
話し合いが可能な説明会やセミナーなどを開催する必要がある。このような場の提供として、産
業創造館を活用することができると考えられる。また、企業間ネットワークの構築においては、
より幅広いネットワークを確立することを目標に、同業種内だけはなく、さまざまな業種の企業
が交流できる場を設置する必要性がある。異業種間での交流が盛んになることで、新産業創出や
新事業展開を促進することができ、企業活動の活性化に繋がることが考えられる。
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　こういった地域産業政策における支援策の成功事例として、大阪府八尾市（以下、「八尾市」
とする。）が挙げられる。八尾市は1998（平成10）年に八尾市産業振興会議を設置し、市内の
商工業者や市民、学識経験者などから意見を出し合い、地域産業政策の方向性を確認している。
また、2001（平成13）年に制定された「八尾市中小企業地域経済振興基本条例」では、八尾市
における中小企業政策、地域産業政策のあり方の基本的な方向性を提示している。八尾市ではこ
の「八尾市中小企業地域経済振興基本条例」に基づき、八尾市中小企業サポートセンターの設置、
ビジネスマッチング博の開催、八尾市ワークサポートセンターの開設など、多くの事業を手掛け
ている。10）
　八尾市中小企業サポートセンターのように、高崎市においてはこういった支援の拠点として産
業創造館を活用することで、高崎市をより魅力的な産業地域として発展させていくことができる。
これは、高崎市への新規立地を考えている企業、そして既存企業の両者ともに高崎市で操業する
魅力となり、企業がより長期的に操業を継続できる重要な要素となることが考えられる。
Ⅴ．高崎市における工業の将来性
（１）高崎市の期待産業
　第２章で確認したように、今後高崎市での成長を期待することができる産業として、食料品製
造業、先端技術期待産業、金属製品製造業の各業種について考察する。
　1）食料品・飲料
　食料品製造業は、1900年代前半から、高崎市は農村の副業としての養豚や、米の裏作として
つくられた小麦の生産が盛んになった。11）小麦生産においては、豊かな水資源を持った土地で
あること、日照時間が長いといった利点が挙げられる。すなわち、製品の製造過程における環境
が良好であったことが言える。また、養豚、小麦生産の両者において、製造品の出荷がしやすい
という点で、高崎市での産業がさらに発達したとされる。こういった歴史的な背景もあり、現在
でも高崎市には多くの有望な地場産品がある。
　また、食料品製造業は現在の産業分類別従業者数において19%、製造品出荷額等において
17%、粗付加価値額において15%の割合を占め、これらの割合から、高崎市の製造業の中でも特
色ある産業の１つと言える。
　さらに、製品の鮮度という観点から、食料品を取り扱う企業は、市場へのアクセスがより迅速
に行える地域を選択し、立地することが必要となる。この点において、高崎市は自動車交通の利
便性と首都圏という市場への近接性というメリットを持っている。すなわち、高崎市においては、
市場へのアクセスという側面から、食料品製造業の立地条件におけるメリットがあると考えられ
る。
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　以上より、高崎市には、食料品製造業における原材料が多く存在していると同時に、製品を迅
速に市場へ出荷することができるという地理的優位性、交通利便性が備わっている。すなわち、
高崎市においては、食料品製造業が立地するメリットが充分あるということがいえる。
　また、さらなる発展のための要件として、地元市場としての魅力づくりが挙げられる。これは、
現在高崎市で操業している食料品製造企業がより長期的に操業を続けられること、そして、新た
に高崎市への立地を考えている企業が、高崎市に立地するメリットを感じることが重要である。
そのためには、地産地消のPRが必要となる。現在高崎市は、従来特産品である小麦を使用した「パ
スタのまち」を謳っている。地理的優位性や交通利便性のみならず、地元産品に特化した差別化
を図ることにより、関連企業の新規立地を促進することができると考えられる。
　2）機械器具・電子機器・部品など
　機械器具製造業は、戦後の工場等制限法により、東京の一都市集中型から地方への分散を余儀
なくされた。それに伴い、東京の近隣である北関東へ工場が移転立地することとなり、地方都市
である高崎市にも、多くの機械工業が立地し、発展の基盤となった。12）
　また、機械器具製造業は、先端技術期待産業としての意義が大きい。これは、先端技術産業を
新成長分野として位置づけることができるからである。先端技術産業は、日本だけでなく世界に
おいても、新たな産業を生み出す可能性を持った産業であり、この可能性は幅広い分野において
活用が期待されている。このような性格を持つ先端技術産業になり得る可能性を持った機械器具
製造業は、地方都市の中でも比較的都市的性格を持つ高崎市においても重要である。
　高崎市内の機械器具製造業に関しては、全国と取引をしている企業も多く、高崎市で操業する
メリットとして、大市場である東京と近く、交通の結節点としての地理的優位性を挙げることが
できる。また、その多くが工業団地に位置しており、工業団地内での取引や市内企業との取引を
持っている企業もある。このことから、市内で一定のネットワークが構築される機械器具製造業
の操業については、操業がしやすいことが考えられる。
　すなわち、高崎市において、機械器具製造業は歴史的な背景に基づく基盤を持ち、地理的優位
性とネットワークの構築の容易性を持っていると考えられる。
　さらに、今後の発展の可能性として、工業団地のあり方が挙げられる。工業団地の主な性格は、
工場集積に伴う中小企業の発展や工場誘致といったものが挙げられる。しかし同時に、工業団地
内での取引や情報交換というメリットも存在している。つまり、工業団地はこの地域で操業し続
ける動機づけにもなり得る。また、既存工業団地内の企業が、今後も立地し操業を続けていくこ
とも重要であり、そのためには既存工業団地の整備が必要である。工業団地を再整備することに
よって、高崎市における機械器具製造業のさらなる発展が考えられる。
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　3）金属製品・鉄鋼・めっきなど
　高崎市の金属製品製造業は、江戸時代の鋳物産業の発展からはじまる。これは当時高崎市に鋳
物職人が移り住んだことが理由とされ、その後の高崎市における金属製品製造業は、戦中の軍需
産業下における鉄工業の発展などにより、その基盤を形成していった。13）
　現在では、食料品等製造業、機械器具製造業と比較すると、従業者数や製造品出荷額等などの
割合は大きくはないが、一定の割合を保っている。
　高崎市における金属製品等製造業の多くは、他社製品の部品等の製造を行っており、その多く
がおもに高崎市内や群馬県内を含め、関東圏の企業との取引を行っている。これは部品供給の意
味合いが大きいと考えられる。すなわち、高崎市内における金属製品製造業は、機械器具製造業
と関連して、サポーティングインダストリーとしての意義を持っていると考えられる。つまり、
機械器具製造業の割合が大きい高崎市にとっては、その一端を担う金属製品製造業は、ものづく
りの基盤として重要な産業であるといえる。また、金属製品製造業は基盤技術産業として位置づ
けられており、高崎市の多くの製造業において欠かせないものとなっている。
　また、高崎市外や群馬県外との取引においては、交通の結節点としての地理的優位性が最大の
メリットであるといえる。
　今後の展開においては、機械器具製造業との連携が不可欠であり、先端技術期待産業を支える
基盤技術産業として、金属製品製造業は発展することが期待される。そのためには、先端技術期
待産業である機械器具製造業と、基盤技術産業である金属製品製造業のネットワークをより良好
なものにしていく必要性がある。
（２）工業の総合的な振興方策
　高崎市の既存企業への支援策として、高崎市が提示している産業立地奨励金制度が挙げられる。
しかしこの制度は企業の建て替えや増設の際にしか活用することができないため、建て替えや増
設の予定のない企業にとっては、支援策とは言い難い。
　一方で、産業創造館の事業も挙げられる。従来の支援事業はもちろん、今後は産業創造館を通
して、市民への理解や他企業との連携といった場を提供していくことが重要である。これは市内
企業のすべてを対象とすることができ、より幅広い業種への対応も可能である。
　また、同業種間、異業種間を問わず、企業の求める事業のマッチングなどを行うことにより、
企業間ネットワークの構築を促進することも期待される。その例として、八尾市におけるビジネ
スマッチング博の開催事業が挙げられる。これは八尾商工会議所が開催しているものであり、ビ
ジネスチャンスの発見と獲得、異業種交流の推進などという目的のもとに毎年行われている。そ
の成果は大きく、2011（平成23）年は9,674名が参加し、引合件数も10,360件と前年を上回っ
たとしている。14）高崎市においても、このような場の提供をしていく必要がある。
　さらに、形成されたネットワークを中心に、共同受注や農商工連携の発展といった地域産業の
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展開が期待できる。その例として、長野県飯田市にある南信州・飯田産業センター内に設置され
た「ネスク−イイダ」という共同受注グループが挙げられる。これは、飯田ビジネス支援ネット
ワークセンターに登録している企業が運営する組織であり、それぞれ得意とする分野において技
術を持ち寄り、共同受注で新技術や新製品をつくりあげるというスタイルをとっている。すでに
多くの製品や技術が開発されており、活動は15年にも及ぶ。15）このように、各企業の持つ技術
同士を組み合わせることで、新事業への発展はもちろん、その地域での活動をより有意義なもの
にできるという意味では、共同受注という形態は望ましいものの１つであると考えられる。
　農商工連携の例としては、「農業者が主体となる中山間地域における農園サービス・パンプキ
ン等商品開発事業」が挙げられる。これは高崎市内の食料品製造業と、群馬県内の農業者が協力
し、中山間地域における農業指導サービスと農産加工開発を起点とした複合的農業ビジネスとし
て2010（平成22）年に認定された。連携による効果として、売上高増加はもちろん、農業サー
ビス商品の展開やブランディング能力の向上といった点も挙げられている。16）こうした取り組
みは、高崎市内で活動するすべての中小企業や農業者にとって、新しいビジネスを生み出す機会
として捉えることができると考えられる。
　このような支援や制度は、新たな産業創出の可能性を生み出すことが期待される。総合的な工
業振興の場としての産業創造館は、高崎市の工業振興に欠かせないものであり、さらに有効に活
用をしていく必要がある。併せて、企業立地促進に関しては、食料品製造業、先端技術期待産業、
基盤技術産業という３業種を中心とした政策的視点を持つことが求められる。政策的視点を明確
に持つことによって、より地域への定着を高められる企業を立地することが可能になる。
Ⅵ．おわりに
　本稿では、高崎市の工業振興について、アンケート調査やヒアリング調査により認識した現状
を踏まえ、考察を行ってきた。高崎市には、多種多様な産業が定着しており、その中でも、今回
確認した食料品産業、先端技術期待産業、基盤技術産業においては、今後も成長の期待が見込め
る。そのためには積極的な企業立地を促進し、高崎市の産業都市としての魅力の発信を行ってい
くべきである。
　また、既存産業についても従来の施策の充実が必要となる。すなわち、明確な政策的目標を持っ
た上で既存施策を再検討し、重点を置く施策を認識することが重要である。同時に、産業振興拠
点である産業創造館を産業資源として捉え、この有効活用を促進していくことも不可欠である。
　最後に、新規立地企業と既存企業の両者にとって魅力ある産業都市にしていくため、北関東地
域において中核的な役割を持つ都市としての性格を活用し、都市型産業との関連性も視野に入れ、
政策を創出していく必要性もある。
　以上の視点を持つことで、高崎市における工業振興さらなる発展が期待される。
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 （いぐさ　ゆみ・高崎経済大学地域政策研究科博士前期課程）
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